
国立大学法人山形大学の中期計画新旧対照表

現 行 変 更 案 変更理由

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するために Ⅱ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにと

とるべき措置 るべき措置

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

「独立行政法人2-2.事務の電算化を推進するとともに，ＩＴ（情報技術）を 2-2.事務の電算化を推進するとともに，ＩＴ（情報技術）を

等の業務・システ活用した事務処理の簡素化，迅速化を図る。 活用した事務処理の簡素化，迅速化を図る。また，平成17

ム最適化実現方年６月29日に各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議

策 （平成17年６において決定された「独立行政法人等の業務・システム最 」

月29日各府省情報適化実現方策」を踏まえ，主要な業務・システムの最適化

化統括責任者（Ｃを図る。

ＩＯ）連絡会議決

定）を踏まえ，主

要な業務・システ

ムの最適化を実現

するため。
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国立大学法人山形大学の中期計画新旧対照表

現 行 変 更 案 変更理由

Ⅲ．財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ⅲ．財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

１ 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）に示） 」

された総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成21年度までに 「行政改革の重

おおむね４％の人件費の削減に努める。 要方針 （平成1」

1-1.人件費の所要額を見直し，中期的な人件費の削減計画を 7年12月24日閣

策定する。 議決定）に基づ

1-2.給与制度を見直し，給与水準の適切性を保持するととも き，人件費削減

に，人件費の削減を図る。 の取組を行うた

１）業務運営の改善及び効率化を図ることにより，経費の抑制 1-3.役員報酬の基本給月額を見直し，人件費の削減を図る。 め。

に努める。 ２）業務運営の改善及び効率化を図ることにより，経費の抑制

に努める。
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